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論 説 
 

高 裁 判 決 確 定 の 意 義  

―東京高裁平成 18年 9月 28日判決を素材として― 
 
 

前税務大学校研究部教育官 
小 柳  誠 

 
◆SUMMARY◆ 
 

訴訟においては、三審制が採られており、税務訴訟でも、通常、地方裁判所、高等裁判

所、最高裁判所において審理が行われているが、すべての事件がこの三回の審理を経るも
のではなく、課税庁が敗訴した事件で上訴をせずに高裁段階で確定する事件も存する。 
民事訴訟においては控訴審は事実審であり、続審主義が採用されているが、最高裁は法
律審であるため、その上訴についてハードルが異なる状況にある。さらに、法令解釈に関

する事件であっても、最高裁が判断を示す重要なものであるという要件を満たさなければ、
上告審として、受理されないと考えられることから、不受理という判断が最高裁によって

行われたからといって、そのことをもって、当該事件の高裁の判断内容のすべてが、最高
裁によって支持されたとは、必ずしもいえないのではないかと考えられる。また、最高裁

が不受理と判断した理由を正確に探求することもできないことからすると、判決の場合に
比してその射程範囲を探ることも困難であり、最高裁が重要な法令の解釈でないと判断し

ていることに鑑みれば、高裁判決の判断内容の射程範囲は、かなり狭いものと考えるべき
であることを論じたものである。 

（税大ジャーナル編集局） 
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はじめに 
訴訟においては、三審制が採られており、

税務訴訟では、通常、地方裁判所、高等裁判
所、最高裁判所において審理が行われる。し

かしながら、すべての事件がこの三回の審理
を経るものではなく、地裁、高裁段階で確定

する事件も多数存在する。そして、課税庁が
敗訴した事件で上訴をせずに確定する事件

も存する。 
もっとも、地裁と高裁の関係は、民事訴訟

において控訴審は事実審であり、続審主義が
採用されているが1、最高裁は法律審である

ため、その上訴についてのハードルが異なる
状況にある。そこで、国側が敗訴したにもか

かわらず上訴がされず、確定した事件として、
東京高裁平成 18 年 9 月 28 日判決（刊行物
未登載、以下「本判決」という。）を採り上
げ、まず、その判決の判断内容について、検

証するとともに、課税関係訴訟における最高
裁での不受理事件を概観しながら、高裁判決

の確定の意義について、私見を述べることと

する。 
Ⅰ 本判決の概要 
本件は、すし店を経営する納税者 X（第一
審原告、被控訴人）の平成 6年分及び平成 7
年分の所得税に係る更正処分及び過少申告
加算税の賦課決定処分（以下「本件各課税処

分」という。）の適否が争われていた事件2で
ある。 

Xは、白色申告者であり、法定申告期限内
に確定申告を行った。 

Y税務署長（第一審被告、控訴人）は、税
務調査において、調査担当者の帳簿書類の提

示要請に対して、Xが、第三者の立会いに固
執し、その要請に一切応じなかったことから、

反面調査より把握し得た X の米の仕入数量
を基に、類似同業者の平均売上金額及び平均

特前所得3率に比準して X の事業所得の金額
を算出するという推計方法により推計し、本

件各課税処分を行った。 
Xは、本件各課税処分を不服として、異議
申立てをし、一部取り消す旨の異議決定を経
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た後、国税不服審判所（以下「審判所」とい
う。）に対して審査請求を行った。 
審判所は、裁決において、Y税務署長が選

定した類似同業者の中に、その業態が X と
異なり、類似同業者として相当でない者が各
係争年分に数名ずつあると認定した上で、そ

れらの者を除いたところで、再計算し、本件
各課税処分の一部を取り消した（以下「本件

裁決」という。）。 
X は、取消し後の本件各課税処分につき、
なお、不服があるとして訴訟を提起した。 
第一審の東京地裁平成 17年 12月 15日判

決は、Y税務署長が主張する推計方法は、そ
の主張する類似同業者の中に同業者として

相当でない者が含まれていると認定し、本件
各課税処分の一部を取り消した。Xは敗訴部
分について控訴せず（確定）、Y 税務署長の
みが第一審敗訴部分について控訴したのが

本件である。 
本件の争点は、もっぱら、推計の合理性の

有無、特に、類似同業者の認定の可否である
が、第一審及び控訴審である本件において、

いずれも Y 税務署長が主張する類似同業者
と X との類似性について、具体的な事実関
係から比較検討した上での判断が行われて
いないところに、本件の特徴がある。 
第一審判決及び本判決の判決要旨は、以下
のとおりである。 

 
Ⅱ 第一審判決要旨 
⑴ 本件裁決は、その理由中において、「当
審判所が原処分庁の選定した類似同業者

についてその適否を審査したところ、当該
同業者は、いずれも Y 税務署又はその近
隣署の管内に事業所を有し、請求人と同業
種の者であり、かつ、その年分の米の仕入

数量が請求人のそれの 0.5倍以上 2倍以下
であるなど事業規模の類似する事業を営

む青色申告者（平成 6年分 12件、平成 7
年分 6件）であることが認められるが、そ

の業態が請求人と異なり、類似同業者とし
て相当でない者が平成 6年分に 7件、平成
7 年分に 4 件認められた。」と判断してい
る。 

⑵ （証拠）によれば，本訴に当たり，東京
国税局長宛てに各税務署長からされた、類

似同業者の調査に関する回答の状況、税理
士作成のメモ、本件裁決に際して資料とし

て検討された同業者率算定表並びに弁論
の全趣旨によれば、本訴において被告が類

似同業者として主張する業者について、平
成 6年分（13件）のうち 7件、平成 7年
分（5件）のうち 3件が、本件裁決におい
て、同業者としての類似性を否定されたも

のと認められる。 
⑶ 本件裁決の理由中において、本件各課税

処分に際し類似同業者として抽出された
者のうち、業態が異なるとして、同業者と

しての類似性を否定された同業者につい
ては、行政部内の不服審査手続において、

業態の類似性を否定された以上、その否定
の根拠が明らかな誤認によるものである

とか、著しく不合理なものであるなどの事
情が認められない限り、上記同業者を類似

同業者に含めることは相当でなく、上記同
業者を除外して推計を行うべきである。そ

して、本件において上記のような事情を認
めるに足りる証拠はない（なお、上記事情

については、当該同業者を類似同業者とし
て抽出し、類似同業者に含めて推計の合理

性を主張する被告が立証責任を負うもの
と解するのが相当である。）ので、上記類

似性を否定された同業者は除外するのが
相当である。 
 
Ⅲ 本判決要旨 
⑴ 本件裁決の理由中において、本件各課税
処分に際し類似同業者として抽出された

者のうち、業態が異なるとして同業者とし
ての類似性を否定された同業者について
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は、審判所での不服審査手続において、業
態の類似性を否定された以上、上記同業者

を類似同業者に含めることは相当でなく、
上記同業者を除外して推計を行うべきで

ある。すなわち、推計の方法により算定し
た所得額、売上金額に基づいてした本件各

課税処分に際し類似同業者として抽出さ
れた者のうち、特定の業者について業態が

異なるとして、同業者としての類似性を否
定した本件裁決の理由中の判断は、推計の

方法により算定した所得額、売上金額を直
接左右し、本件各課税処分を一部取り消し

た裁決の結論に直結した判断であるから、
控訴人が一部取り消された後の本件各課

税処分の取消訴訟において、本件各課税処
分の正当性を主張立証するに当たって、本

件裁決で同業者の類似性を否定された同
業者を類似同業者に含めることは許され

ないものである 。 
⑵ 本件は、本件裁決によって一部取り消さ

れた後の本件各課税処分の取消訴訟、いわ
ば本件各課税処分のうち審査請求が棄却

された部分の取消訴訟であるところ、本件
のように、一個の課税処分につき、裁決で

は特定の業者について同業者としての類
似性が否定された結果、課税処分の一部が

取り消されているのに、取り消されなかっ
た一部の課税処分の取消訴訟で同じ業者

について同業者としての類似性があると
の主張を許し、これが採用されれば、元々

一個の課税処分の違法性の有無の公権的
判断において、その部分、部分によって同

じ特定の業者について同業者としての類
似性の判断が矛盾することを認めること

になり、妥当でない。 
⑶ 審判所は、税務署長、国税局長等の税務

の執行機関から独立した機関であり、法律
に定められた手続を経れば国税庁長官通

達に示された法令の解釈に拘束されずに
裁決を行うことができ、審判所長を始め国

税不服審判官等の一部が裁判官、検察官、
大学教授等外部から任命されてきた実績

があるというように、公平な裁決が行われ
るように制度設計と運用がされている側

面はあるが、国税庁の附属機関であり、大
多数の国税審判官等の構成員は国税庁管

下の税務官署での税務行政の経験者から
なり、税務行政の内、審査請求の審理裁決

に当たる行政機関として、税務に関する専
門知識に基づく判断をしているものであ

り、具体的事件の処理においては、審査請
求人のみではなく原処分庁も主張を記載

した書面や原処分の理由となった事実を
証する書類等を含む書類を提出すること

ができる（裁判所に顕著な事実）。このよ
うな国税庁の附属機関の税務行政機関が、

専門知識と具体的事件についての原処分
庁提出の主張、証拠をも検討した上で（本

件においても、原処分庁である控訴人から
主張を記載した書面や証拠資料が提出さ

れている。) 、業態が請求人（被控訴人）
と異なるとの理由を付して、特定の同業者

が類似同業者として相当でないとした行
政機関の最終判断に、原処分庁が不服であ

るからといって、同じ課税処分の裁決によ
って取り消されなかった部分の取消訴訟

において、同じ業者を類似同業者に含めて
所得または売上高の推計を行うよう主張

することは、被控訴人はもとより国民一般
の税務行政の統一性、一貫性についての信

頼を損なうものであり、そのような主張を
採用するのは相当でない。 

⑷ 控訴人は、本件裁決において特定の同業
者の業態が異なるとした判断の具体的根

拠を知り得ないことから、これに反論・反
証の余地がないなどというが、本件におい

てはそのような反論・反証を問題とする余
地はない。（なお、控訴人において、業務

形態が異なるものではないこと、業務形態
が同一であることを主張・立証することは
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可能であると解されるが（それに成功する
か否かは別として）、本件においてそのよ

うな主張を認めるに足りる証拠はない。） 
⑸ 当裁判所は、特定の同業者について業態

が異なるとして同業者としての類似性を
否定した本件裁決の判断に、本件訴訟にお

ける控訴人の訴訟行為に対する拘束力（国
税通則法 102 条 1 項）が及ぶと判断した
ものでも、事実上の拘束力が及ぶと判断し
たものでもないが、事実上の拘束力が及ん

だのと類似した結論となるので、上記主張
について検討する。前記認定（補正後の原

判決を引用）のとおり、審判所は、公平な
裁決が行われるように制度設計と運用が

されている側面はあるが、国税庁の附属機
関であり、税務行政の内、審査請求の審理

裁決に当たる専門行政機関であり国税庁
の外部にある第三者的審査裁決機関では

ない。そして、審判所長のする裁決は行政
部内における最終判断であり、その判断に

前記の限度での法律上又は事実上の効力
を認めることには合理的な理由がある。審

判所が一定の限度で税務の執行機関から
独立した機関となるよう制度設計されて

いるのは公平な裁決を行うことを制度と
して保障するとともに審査請求人や国民

一般から公平な裁決を行うものとの信頼
を得るためであり、裁決の判断に不服を抱

く原処分庁がそのような独立性を理由と
して、裁決の判断を否定する根拠とするこ

とはできない。 
 
Ⅳ 検討 
１ 本判決の論理構成について 

⑴ 判決内容の検討 

本事件では、第一審判決、本判決のいずれ

においても、Y税務署長側が類似同業者に該
当すると主張する者の中に、裁決という行政

部内の不服審査手続で類似同業者でないと
判断された者が存在するという事実を指摘

し、その類似同業者でないと判断された者に
ついて、Y税務署長が類似同業者に該当する
と、訴訟段階において主張することは相当で
ないとの判断が行われている4。 

しかしながら、判決は、「課税処分の正当
性を主張立証するに当たって、・・・許され

ない」「主張を採用するのは相当でない。」と
判示するのみで、なぜ許されないのか、相当

でないのかの根拠については明確ではない。 
すなわち、判決はその理由として、①元々

一個の課税処分の違法性の有無の公権的判
断において、判断が矛盾することを認めるこ

とが妥当でないこと、②行政機関の最終判断
に、原処分庁が不服であるからといって、同

じ課税処分の裁決によって取り消されなか
った部分の取消訴訟において、異なる主張を

行うことは、国民一般の税務行政の統一性、
一貫性についての信頼を損なうものである

ことを挙げているように考えることができ
るが、そもそも総額主義が妥当する課税処分

取消訴訟において、処分理由の差替えは、原
則として許されている現状にあり5、これら

の理由自体、総額主義と矛盾するものである。 
また、判決の判断の法的根拠に関して、Y

税務署長は、第一審の判断の根拠を国税通則
法（以下「通則法」という。）102 条に規定
する裁決の拘束力であると解した旨の主張
を控訴審で行っていたが、それに対して、本

判決は同法の規定の適用を明確に否定して
いる6。通則法 102 条の解釈としても、同条
の規定は、裁決により取り消された処分内容
と同じ理由により、再度処分を行うことを拘

束するもので蒸し返し防止の規定に過ぎず、
「処分を維持した裁決の結果になお不服が

あるとして提起された処分取消訴訟におい
て、処分庁が処分を根拠付けるためにする主

張が裁決の理由中の判断と同一でなければ
ならないものではなく、裁決はそのような意

味での拘束力をもつとは解されない」7こと
から、同条の規定を根拠に課税庁の主張を制
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限することはできないと解される。 
何らかの法的根拠を他に求めるしかない。 

⑵ 訴訟法上の信義則 

訴訟法上の信義則は、訴訟上の権能の濫用

の禁止、訴訟上の禁反言、訴訟上の権能の失
効、訴訟状態の不当形成の排除の 4つの類型
に分類される8。このうち、訴訟上の禁反言
は、当事者の訴訟行為が、その者がすでに行

った訴訟行為と矛盾するものである場合に
は、相手方の信頼を害するという趣旨から矛

盾する訴訟行為が禁止されることであり9、
その適用の要件は、①先行行為と後行行為と

の間に矛盾があること、②当事者の先行行為
を相手方が信頼して自己の法的地位を決め

たこと、③矛盾行為を容認したのでは先行行
為を信頼した相手方の利益を不当に害する

結果となることが挙げられている10。 
本件をこれらの要件に沿って当てはめを

行ってみる。 
Y税務署長は、裁決で類似同業者でないと
された（と認定された11）同業者についても、
本件訴訟の当初の段階から課税の根拠とし

て主張している。Y税務署長の訴訟行為とし
ての矛盾はない12（要件①）。裁決における

認定判断を先行行為と考えた場合13であっ
ても、裁決の判断により相手方との関係で生

じる法律関係は課税処分を基礎とする租税
債権債務関係であり、本件裁決の行為は原処

分の一部取消しという相手方に一方的にし
かも有利に法律関係の変更をもたらしてい

るに過ぎず、相手方の意思等が介在し、新た
な法的地位が形成されているものではない

（要件②）。この場合、裁決の拘束力により、
一部取消し後の納税者の法的地位は後行の

訴訟段階の行為や判断により左右されず、相
手方の利益を不当に害する結果となるもの

でもない（要件③）。そもそも、判例上、税
務訴訟においては、総額主義が妥当する14。

訴訟段階における主張の変遷は時機に遅れ
た攻撃防御に当たる場合があるとしても、訴

訟の当初段階においてその主張には制限が
ないのであり、不服申立て段階での行政庁の

処分理由は、相手方（納税者）への信頼の対
象となるものではないといえる。 
以上のとおり、本件において訴訟上の信義
則の法理の適用はないと考えられる15。 
なお、過去の裁判例においては、課税庁に
対して主張制限を行う事例がなかったわけ

ではない。例えば、更正処分後に修正申告が
行われた場合、一般的には、当該更正処分に

ついては、訴えの利益を失うことになるが、
更正処分の取消しを求める争訟中に課税庁

職員により修正申告のしょうようが行われ
たケースでは、訴えの利益がないとする主張

を課税庁が行うことを制限する裁判例が散
見される16。しかし、これらの裁判例は、課

税庁職員が修正申告のしょうようの際に、争
訟中の更正処分について訴えの利益が消滅

することを納税者に示唆しないなど、納税者
らに酷となる事情があった事例であり、信義

則の法理の適用を行ったと考えられる事案
である17。本件のような場合とは事案を異に

すると考えられる。 
⑶ 推計課税における主張立証 

本判決は「なお、控訴人において、業務形
態が異なるものではないこと、業務形態が同

一であることを主張・立証することは可能で
あると解されるが（それに成功するか否かは

別として）、本件においてそのような主張を
認めるに足りる証拠はない。」（下線加筆）と

判示している。この部分を捉えれば、本判決
の判断の根拠は、類似同業者であるか否かの

立証に関する心証の問題（自白、時機に遅れ
た攻撃防御を含む）であると解することもで

きる18。その場合、課税庁が裁決において、
同業者でないと判断された者について、その

業態が類似同業者に該当することを主張立
証し、類似同業者であることにつき裁判所の

心証を得ることができたならば、裁決の判断
と類似同業者が異なっても構わないと解す
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ることができることになる。 
ところで、本件の争点となっている類似同

業者の業種・業態の同一性は、課税要件事実
の観点からはどのように捉えるべきであろ

うか。 
推計課税が適法とされるためには、推計課

税の必要性が存するとともに、推計課税の合
理性が存在しなければならないと解されて

おり19、 
そのうち推計課税の合理性があるという

ためには、 
・ 推計の基礎事実が正確に把握されてい

ること 
・ 推計方法のうち当該具体的な事案に最

適なものが選択されるべきこと 
・ 具体的な推計方法自体できるだけ真実

の所得に近似した数値が算出され得る
ような客観的なものであること 

が必要であり20、 
さらに、同業者率を用いて行う推計方法の

場合には、 
・ 同業者を抽出する基準自体が合理的で

あること 
・ その抽出の過程（抽出作業）が合理的

であること 
・ 抽出された同業者の件数が平均値を求

める上で合理的であること 
・ 得られた同業者率の内容が合理的であ

ることなど、同業者比率が適正であるこ
と 

が必要とされている21。 
そして、同業者の抽出基準が合理的である

というためには、 
① 同業者の類似性（業種・業態の同一性、

事業所の近接性等）、 
② 資料の正確性 
などが確保されなければならない22。 
一方、税務訴訟の実務では、課税庁の同業

者率等に関する主張立証方法は、国税局長か
ら管内の各税務署長にあて、同業者の抽出基

準を示して、これに合致する類似同業者の売
上げ、仕入れ、経費等の数額等を報告するよ

う指示を出し、その指示を受けた各税務署長
は、抽出基準に該当する管内の同業者につい

て氏名を伏せ、その代わりに A・B・Cと符
号を付して回答を行い、これらの指示文書、

回答書を裁判所に書証として提出する方法
により立証を図っている23。このような主張

立証方法は、課税庁に課せられた守秘義務に
よりやむを得ないものと解されており、これ

により直ちにその主張方法が合理性を欠く
ということはできないとされている24。もっ

とも、これらのうち業種・業態に関する課税
庁の主張は、かなり抽象的・類型的なものに

とどまっていることは否めず、原告側の反証
との関係でその証明力が問題となり、その判

断は裁判官の自由心証の問題に帰着するこ
とになる25。このように考えてくると、本判

決は、本件裁決が同業者としての類似性を否
定して課税処分の一部を取り消すに至った

特定の同業者に限っては、本件裁決がそのよ
うな判断を行ったという事実を重要な間接

事実と捉え、課税庁の通達回答方式による立
証方法によってでは、なお類似性を認めるに

足りないと判断したのではないかと解する
こともできる。 

 
２ 本判決の判断について 

本判決の判断の根拠をどのように捉える
かは、かなり理解に苦しむところがある。一

応、上記のとおり、推計の同業者の類似性の
要件について、特定の同業者に限って、類似

性がないと判断したと解することができる。
しかしながら、本判決の全体を通してみれば、

立証について触れている部分はほんの一部
分に過ぎず、立証の問題と解される判示部分

の前段部分においては、「控訴人は、本件裁
決において特定の同業者の業態が異なると

した判断の具体的根拠を知り得ないことか
ら、これに反論・反証の余地がないなどとい
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うが、本件においてはそのような反論・反証
を問題とする余地はない。」（下線加筆）と判

示していることに照らせば、本判決を同業者
の類似性の要件における事実認定の問題（立

証の問題）であると明確に結論づけることに
も躊躇をおぼえる。また、上記１⑴、⑵のと

おり、本判決の判断を導く法的根拠を見出す
ことができないことに照らしても、本判決は、

その判断内容に大きな疑問があると評価せ
ざるを得ない。 

 
３ 最高裁不受理決定の意義 

ところで、本判決は、課税庁側が上訴を行
わなかったことから、確定判決となっている。

そこで、本判決の今後の位置付けについて、
最近の課税事件の上告受理申立て不受理事

件について、その意義を考察することから、
検討したいと考える。 

⑴ 上告受理申立ての受理要件 

民事訴訟法上、最高裁において審理が行わ

れるためには、原則として、上告（民事訴訟
法 312条）及び上告受理申立て（民事訴訟法
318条）のいずれかの要件を満たすことが必
要である。 

上告は、憲法違反と絶対的上告理由に限定
されており、その要件を満たす事例はあまり

多くはないと考えられる。上告受理申立ては、
最高裁判所の判例と相反する判断がある事

件その他の法令の解釈に関する重要な事項
を含むものと認められる事件につき上告審

として受理することができるものと規定さ
れている。したがって、上訴する事件が「法

令の解釈に関する重要な事項を含む」事件で
あるか否かが、上告審として受理される事件

となるかどうかの決め手となる。この場合、
文理上、明らかなように、単に法令の解釈に

関する事項を含むだけでは足りず、その法令
の解釈が重要であると判断される必要があ

ると考えられる。そして、法令の解釈に関す
る重要な事項を含む事件とは、一般的に言っ

て、その法令の解釈が当該事件を超えて一般
的に広く影響する問題に関連し、しかも、最

高裁判所がその法令の解釈を示すことが法
令解釈の統一のために必要であることを意

味すると解されている26。 
⑵ 最高裁不受理決定事件の概要 

最高裁に対する上告受理申立てが不受理
となった事件について、いくつかの事例を採

り上げ、それらが不受理となった理由につい
て検討してみる27。 
イ 最高裁平成 15年 6月 13日決定28、最高
裁平成 17年 11月 21日決定29 
最高裁平成 15 年 6 月 13 日決定は、主な
争点が、納税者の譲渡収入金額の認定におい

て、譲渡資産にかかる売買契約書と取得資産
にかかる売買契約書の二つの売買契約書が

存在する土地取引について、本件譲渡資産と
本件取得資産との補足金付交換契約とみる

べきものであったのか、それとも譲渡資産及
び取得資産の各別の売買契約とその各売買

代金の相殺とみるべきものであったのかと
いう点にあった。控訴審では、二つの各別の

売買契約があったとの認定により、納税者の
主張を認めたため、課税庁が上訴した事件で

ある。 
一方、最高裁平成17年11月21日決定は、

納税者ら（個人、法人）がそれぞれ所有する
不動産及び株式の総額 60億円の売買に関し
て、それぞれ不動産を 18 億円、株式を 42
億円とする売買契約書に記載された金額ど

おりに、その売買が行われたものか否かが主
な争点の事件である。この事件の控訴審は、

本件各契約書に記載された各譲渡代金額（不
動産 18 億円、株式 42 億円）は、それぞれ
別個・独立に、その経済的実体を踏まえ決定
された金額ではなく、代金総額を 60億円に
するということを前提に、適当に配分・割り
付けて得られた金額に過ぎず、仮装の金額に

過ぎないと判断し、結果として課税処分は適
法との判断を示しため、納税者側が上訴した
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事件である。 
いずれの事件も契約の解釈が問題となっ

た事件といえる。そして、最高裁はいずれも
不受理という最終判断を行っている。交換契

約の成立や売買契約の内容の認定は、その成
立や内容の認定の基礎となる個別具体的な

事実を基礎として、そこに法的評価を介在さ
せて行われることになるから、純粋な意味で

の事実認定の問題とは言い難く、法令解釈の
問題と十分に考えられる。しかしながら、最

高裁は、いずれの事件も上告審として受理す
ることを拒否したことになる。 
ここで注目すべきは、最高裁平成 17年 11

月 21日決定では、法廷意見の不受理決定に
対して、次のような内容を含む反対意見が付
されている点である。 
「本件のように売主が価格決定に主導権
を持つ取引において、税負担軽減等の動機を

重視し、時価とのかい離から安易に契約書に
定めた金額が仮装のものであって別途真実

の取引価格があったとした場合には、経験則
に反することがあり得るだけでなく、結果と

して、取引における租税回避目的を理由に当
事者の定めた取引価格と異なる価格につい

ての当事者の合理的意思をせん索して真実
の取引価格を措定し、それによって課税する

ことを許容することにもつながるものであ
り、それは、事実認定に名を借りた租税回避

の否認を認める結果ともなりかねない。原審
の上記認定判断については、このような観点

から慎重な検討がされるべきである。したが
って、本件は租税法律主義にかかわる法令の

解釈に関する重要な事項を含むものと認め
られるから、本件を上告審として受理するの

が相当である。」 
すなわち、このような意見がありながらも

結果としては不受理とされていることに鑑
みれば、これらの事件のような契約解釈の問

題は、当然に個々の事案の事情に左右される
と考えられ、そのような場合の法令の解釈が

当該事件を超えて一般的に広く影響する問
題に関連し、しかも、最高裁判所がその法令

の解釈を示すことが法令解釈の統一のため
に必要であるものとは判断されなかったか

らであると考えられる。上記の反対意見にも
あるように、これらの事件を租税回避行為の

否認の問題として捉えれば、当然に、重要な
法令解釈の問題を含んでいるものと考えら

れるが、これらの事案はあくまで私法上の契
約解釈の問題であり、個別の問題であると判

断されたものと解される。 
ロ 最高裁平成 17年 1月 25日決定30、最高

裁平成 17年 12月 19日決定31、最高裁平
成 18年 1月 27日決定32 
最高裁平成 17 年 1 月 25 日決定は、外国
親会社から付与されたストックオプション

を行使して得た権利行使益の所得区分（一時
所得か給与所得か）が争われた、いわゆるス

トックオプション事件である。 
また、最高裁平成17年12月19日決定は、

原告である金融機関が外国税額控除余裕枠
の利用を目的とした貸付の利息収入につい

て課せられた外国源泉税についての外国税
額控除の適用の可否、いわゆる外国税額控除

余裕枠事件である。 
最高裁平成 18 年 1 月 27 日決定は、原告
が出資した民法上の組合が映画の所有権を
取得し、これをリース事業の用に供したとし

て、当該映画フィルムの減価償却費を損金算
入したことの可否が争われた、いわゆる映画

フィルムリース事件である。 
これらの事件は、いずれも同種の事件で直

近に最高裁判決があった事件である33。同種
の事件が上告審として受理されている点に

鑑みれば、これらの事件の争点が、法令解釈
の問題であることには疑いの余地がないと

思われる。しかしながら、上告受理申立ては
不受理となっている。その理由を推測するな

らば、法令解釈の問題であったとしても、既
に直前に最高裁としての判断を下している
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ことから、もはや法令解釈の統一の必要性に
は乏しく、重要な事項を含んでいないと判断

したものではないかと考えられる。 
ハ 最高裁平成 16年 7月 26日決定34、最高

裁平成 16年 10月 22日決定35 
最高裁平成 16 年 7 月 26 日決定は、主な
争点は、所得税法 157条に規定する同族会社
の行為計算の否認の適否であったが、その争

点のほかに接待交際費、損害保険料等の支払
いについて、その必要経費性にも争いがあっ

た事件である。控訴審判決36が、所得税法 157
条にかかる争点についてのみ判断を示した

だけで、課税処分のすべてを取り消したこと
から、課税庁が上告及び上告受理申立てを行

っていたものである。本件は、所得税法 37
条の必要経費に関する法令解釈誤りを理由

とする上告受理申立ては、本決定により不受
理となったが、上告については、判決37によ

って、原判決には理由不備の違法38があると
の判断が示され、高裁に差し戻された。 
最高裁平成 16年 10月 22日決定は、弁護

士である納税者が、同じく弁護士である妻に

対して支払った正当な報酬につき、所得税法
56 条の適用により、必要経費算入が否定さ
れるのかが争点となった事件である。本件は、
所得税法 56条の法令解釈誤りを理由とする
上告受理申立てについては、本決定により不
受理となったが、憲法 14条 1項違反に関す
る上告に対しては、判決39により請求が棄却
されている。 
このように、いずれの事件も上告受理申立
ては不受理であったが、上告に対しては、決

定で棄却（民事訴訟法 317 条 2 項）という
裁断方式ではなく、上告審として審理が行わ

れ、判決により最終判断が行われている。こ
のことからすれば、最高裁が判断を示したの

はあくまで、上告理由に対してであり、上告
受理申立てが、不受理となっている点を捉え

れば、必要経費の計算や所得税法 56条にか
かる法令解釈については重要な事項ではな

いと判断した結果ではないかと推測される
40。 
ニ 最高裁平成 18年 6月 8日決定41、最高
裁平成 18年 9月 21日決定42、最高裁平成

18年 10月 3日決定43 
最高裁平成 18年 6月 8日決定は、土地取

引において、土地の使用借権を有する納税者
が、土地所有者から使用借権負担付きの所有

権を買い取った後、すぐに当該土地を第三者
へ売却した場合に、その譲渡所得の計算につ

き、控訴審判決が、納税者が実際に土地所有
者に支払った金額を取得費とせず、当該土地

の時価を取得費としたことについて、所得税
法 38条の法令違反があるなどとして、課税
庁が上告受理申立てをした事件である。 
最高裁平成 18 年 9 月 21 日決定は、納税
者が業務時間内に郵便局の窓口に差し出し、
郵送に付した確定申告書が期限後申告とな

ったことに通則法 66条 1項ただし書きにい
う「正当な理由」が存するか否かが争点とな

った事件であり、原判決が正当な理由の存在
を認定し、賦課決定処分を取り消したため、

課税庁が上告受理申立てをしたものである。 
最高裁平成 18 年 10 月 3 日決定は、納税
者が所有し、賃貸していた土地上の建物につ
いて、当該賃貸契約の解消に伴い、無償で賃

貸人から譲り受けたことによる経済的利益
が不動産所得に該当するか、一時所得に該当

するかの所得区分が争点となった事件で、一
時所得に該当するとした原判決を不服とす

る課税庁が上告受理申立てをしていたもの
である。 
これらの事件は、所得（取得費）計算、「正
当な理由」、所得区分が争点であり、いずれ

の争点も法令解釈に関するものと解される
44。しかしながら、どの事件も上告受理申立

ては受理されなかった。 
この理由について、推測するならば、これ

らの事件は個別性が強く、また、仮に法令解
釈に誤りがあったとしても、その誤りは明ら
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かなものであり、法令解釈の統一の必要性に
乏しいことから、重要な事項を含んでいない

と判断され、不受理となったものではないか
と考えられる45。 
⑶ 最高裁不受理決定の意義について 

最近の最高裁における上告受理申立て事

件が不受理となった事件を管見してみると、
その争点が、純粋な意味での事実認定にかか

るものではなく、法令解釈に関するものであ
ったとしても受理されない場合が散見され

る。それは、上告受理の要件が、単に、法令
解釈に関する事項ではなく、その法令解釈に

関する事項が最高裁によって重要なものと
判断されなければならないこと、すなわち

「その法令の解釈が当該事件を超えて一般
的に広く影響する問題に関連し、しかも、最

高裁判所がその法令の解釈を示すことが法
令解釈の統一のために必要である」ことが要

件となっているからと解される。したがって、
判決に影響を及ぼすことが明らかな法令違

反が原判決にあったとしても、その法令違反
が重要なものと最高裁に判断されない限り、

上告審としては受理されないことになるの
ではないだろうか。その結果、上告審として

係属しない以上、当該事件について、最高裁
の職権による判断も行われないことになる

のではないかと考えられる。 
このように、上告受理申立て事件について

は、法令解釈に関する事項であっても、それ
が、最高裁が判断を示すべき重要なものであ

るか否かという要件を満たさなければ、最高
裁には上告審として、受理されないと考えら

れる。一方で、このように受理されるハード
ルが高い点に鑑みれば、不受理という判断が

最高裁によって行われたからといって、その
ことをもって、当該事件の高裁の判断内容の

すべてが、最高裁によって支持されたとは、
必ずしもいえないものではないかと考える。

また、上告受理申立てが不受理となった事件
の決定書には、上告受理申立人の上告受理申

立て理由が記載されず、申立人の申立て理由
が明らかにされない。上告受理申立て理由が

明らかでない以上、最高裁が不受理と判断し
た理由を正確に探求することはできない。そ

うすると、判決の場合に比してその射程範囲
を探ることも困難であり、不受理決定をもっ

て最高裁が原審の判断をすべからく是認し
たものと解することには疑問がある。加えて、

最高裁が重要な法令の解釈ではないと判断
していることに鑑みれば、高裁判決の判断内

容の射程範囲は、かなり狭いものと考えるべ
きではないだろうか。 

 
４ 本判決（確定）の意義 

本判決は、課税庁側が上訴を行っていない。
しかしながら、この点をとらえて課税庁側が

本判決の判断内容をすべて承服したことに
よるものと判断するのは相当ではない。 

上述のとおり、本判決は、その判示内容か
らは、原処分が、どの法令に違反していると

するのかその理解が難しい。民事訴訟法が定
める上告理由には「判決に理由を付せず、又

は理由に食違いがあること」（民事訴訟法
312条 2項六号）がその事由に挙げられてい
るが、まったく理由を付していないわけでは
なく、上告自体は難しいと解される。また、

上告受理申立てについても、本判決がどの法
律解釈に関する事項であるか判断が困難で

ある上、本事件のような推計課税の事件に関
して、いまだ最高裁は法律解釈の判断を示し

ていない状況がある。さらに、類似同業者の
類似性を否定し、更正処分を違法とする事例

は過去にも存在し、類似性の判断は、立証の
問題と整理することも可能である。このよう

な点に鑑みれば、本判決について、仮に、上
告受理申立てを行ったとしても、最高裁が法

律解釈に関する重要な事項を含む事件とし
て上告審として受理し、その判断を行ったで

あろうとは解しがたい。そうすると、本判決
の場合には、上訴理由を見出すことができず、
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課税庁側が上訴を行わなかったことは、訴訟
経済を考慮する観点からも妥当な判断であ

ると考える。このように本判決は、単に上訴
理由が存しないために、上訴が行われなかっ

たと理解することができるのであり、課税庁
が敗訴したまま、控訴しなかった点を捉えて、

本判決に判例性をもたせ、本判決の射程範囲
を広く捉えることには疑問があると考える

ものである。 
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